
1

新潟県

新潟県では、障害保健福祉圏域の中核的な相談支援事業所等に、専任の相談員を配置し、
入院中の精神障害者の地域移行・地域定着支援の推進及び新たな長期入院者を生まないた
めの地域の体制整備に取り組んでいます。

精神障害にも対応した
地域包括ケアシステムの構築を目指して
～本人中心の支援のために医療・福祉・行政の相互理解と更なる協働～
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新潟県

１ 県又は政令市の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）新潟県

【取組内容】

・５圏域（県央・佐渡圏域を除く）の障害者地域生活支援セ
ンターに事業委託

・重層的な連携による支援体制の整備

・人材育成

・普及啓発

・アウトリーチ支援事業
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精神保健福祉センター

障害保健福祉圏域数（R３年４月時点） 7 か所

市町村数（R３年４月時点） 30 市町村

人口（R３年４月時点） 2,184,100 人

精神科病院の数（R３年４月時

点）
29 病院

精神科病床数（R３年３月時点） 6,114 床

入院精神障害者数 合計 5,327 人

（R２年６月30日時点） ３か月未満
（％：構成割合）

1,052 人

※ 19.7 ％

３か月以上１年未満 861 人

（％：構成割合） 16.2 ％

１年以上（％：構成割合）
3,414 人

64.1 ％

うち６５歳未満 1,169 人

うち６５歳以上 2,245 人

退院率（R29年度）※NDB

入院後３か月時点 60.0 ％

入院後６か月時点 80.1 ％

入院後１年時点 89.7 ％

相談支援事業所数 基幹相談支援センター数 15 か所

（R３年４月時点） 一般相談支援事業所数 73 か所

特定相談支援事業所数 164 か所

保健所数（R３年４月時点） 13 か所

（自立支援）協議会の開催頻
度（R２年度）

（自立支援）協議会の開催頻度 3 回／年

精神領域に関する議論を
行う部会の有無

有

精神障害にも対応した地域包
括ケアシステムの構築に向け
た保健・医療・福祉関係者に
よる協議の場の設置状況（R2
年3月時点）

都道府県 有 1 か所

障害保健福祉圏域 有 7 ／ 7 
か所／障
害圏域数

市町村 有 13 ／ 30 
か所／市
町村数
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○ 専任の相談員を配置し、事業委託
・申請前支援の実施
・ピアサポート活動の推進
・各圏域連絡調整会議の開催

・地域における精神障害者地域移行・地域定
着支援体制の整備の推進

2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

新潟県

県自立支援協議会
（事務局：県障害福祉課）

県精神障害者支援体制構築部会
（事務局：県障害福祉課）

圏域連絡調整会議
（県自立支援協議会圏域部会）

圏域精神障害者地域移行支援部会
（事務局：保健所）

精神障害者地域移行支援事業
担当者連絡会議

（精神保健福祉センター）

人材育成チーム

障害者地域生活
支援センター事業

市町村の自立支援協議会
保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置
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新潟県

３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

時 期 内 容

H18～H22年度 ・ 精神科病院入院患者調査を実施

H19年度～ ・ 「新潟県障害者地域生活支援センター事業」として、圏域の中核的な相談支援
事業所に精神障害者地域移行・地域定着支援体制整備事業を委託
・ 退院促進部会を設置。現在は、精神障害者支援体制構築部会圏

H23年度～ ・ 新潟県精神障害者地域移行・地域定着支援事業実施要綱を策定し、保健所の
役割を明確化

H25年度～ ・ 圏域ごとに「精神科病院と地域機関の連絡会」を開始
・ 精神科救急情報センターを設置

H26年度～ ・ 精神医療相談窓口を設置

H27年度～ ・ 県地域移行支援部会の下部組織として、職能団体で構成され、地域移行支援
に携わる人材育成を行う人材育成チームを設置

R1年度～ ・ アウトリーチ支援事業を２医療機関に委託し実施
・ 措置入院者の退院後支援研修会を実施
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新潟県

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜令和２年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標
目標値

（令和２年度当
初）

実績値
（令和２年度末）

具体的な成果・効果

① 精神障害者地域移行・地域定着支援
事業の実施

- -

各圏域で、精神科病院、相談支援事業所、
障害福祉サービス事業所、市町村等の関係
機関が事例検討等を通じた連携、支援者研
修会、ピアサポート活動の推進を図る。

② 市町村単位の協議の場の設置数
全市町村に

設置
13/30

研修や会議等で、市町村単位の協議の場
を設置することの必要性等について呼びか
けを行うことにより、徐々に必要性を共有す
ることができてきている。
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新潟県

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

【特徴（強み）】
５圏域の障害者地域生活支援センターに事業委託し、全県で精神障害者の地域移行・地域定着支援を行っている。

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

医療、福祉、介護分野等の人
材育成

個別支援や事例検討、研修会を実施。
対象者は、医療、福祉分野だけではなく、
介護分野も含め、実施

行政 研修の企画の立案、実施

医療 研修の企画立案や実施への協力及び参加

福祉 研修の企画立案や実施への協力及び参加

その他関係機関・住民等 研修の企画立案や実施への協力及び参加

重層的な連携による支援体制
の整備

市町村ごとの協議の場の設置

行政 市町村への働きかけ

医療 連携、情報共有

福祉 連携、情報共有

その他関係機関・住民等 連携、情報共有

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（今年度当初）

目標値
（令和３年度末）

見込んでいる成果・効果

①多職種を対象とした地域包括ケアシステムの構築に係
る研修の開催

２回 ２回 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構
築」という方向性を共有することができる。

②市町村単位の協議の場の開催件数 13回 13回 市町村ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議
の場を通じて、精神科医療機関、地域援助事業者な
どとの重層的な連携による支援体制を構築すること
ができる
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新潟県

６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

時期（月） 実施する項目 実施する内容

通年

通年

５月

７月、９月

１１月

年１～２回

障害者地域生活支援セ
ンター事業

アウトリーチ支援事業

担当者会議

地域包括ケアシステム
構築研修会

精神障害者支援体制構
築部会

圏域地域移行支援部会

５圏域の障害者地域生活支援センターに事業委託し実施

２医療機関に委託し実施

事業実施状況・課題等を情報共有

人材育成のため研修会を実施

アウトリーチ支援事業の評価、圏域ごとの事業実施状況報
告・課題の検討

７圏域での体制整備を検討


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7

